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表 2は，本調査の回答者の性別を示したものである．男性が 50.4％，女性が 48.7％であり，
直近の国勢調査の結果と比較しても，概ね同様の比率にあるといえる．
また，表 3は，回答者の性別を示したものである．20歳代が 14.8％，30歳代が 20.0％，40歳
代が 22.6％，50歳代が 20.3％，60歳代が 22.2％となっている．なお，平均年齢は 50.0歳であっ
た．年齢階層についても，直近の国勢調査における傾向と概ね一致している．
表 4は，回答者の居住地域を示したものである．北海道地方が 4.6％，東北地方が 7.2％，南
関東地方が 28.2％，北関東・甲信地方が 8.3％，北陸地方が 3.8％，東海地方が 12.0％，近畿地











20～ 29歳 14.8％ 16.5％
30～ 39歳 20.0％ 21.8％
40～ 49歳 22.6％ 20.2％
50～ 59歳 20.3％ 19.6％




























する者の割合）は，「25歳未満」で 43.6％，「25～ 34歳」で 63.2％，「35～ 44歳」で 59.1％，
58
社会福祉論集　第 132号
「45～ 54歳」で 60.6％，「55～ 64歳」で 52.4％，「65～ 69歳」で 24.4％である．これに対し，
労働力調査（2014年 5月期）での女性の年齢階層別就業率は「15～ 24歳」で 42.5％，「25～













円以上 400万円未満」が 27.8％，「400万円以上 600万円未満」が 24.3％，「600万円以上 800万







200万円～ 400万円未満 27.8％ 26.5％
400万円～ 600万円未満 24.3％ 20.0％
600万円～ 800万円未満 17.7％ 13.0％





すか」と質問したところ，「上」が 0.9％，「中の上」が 13.2％，「中の中」が 38.6％，「中の下」






















































































































































現在の生活保護費は高すぎる 21.8％ 23.7％ 41.3％ 8.9％ 4.3％
不正受給への罰則を強化すべ
き 63.0％ 24.5％ 10.8％ 1.1％ 0.6％
親族による扶養義務を強化す
べき 15.5％ 25.8％ 40.9％ 13.2％ 4.6％
外国人の生活保護を禁止すべ
き 25.5％ 20.1％ 39.0％ 11.6％ 3.8％
生活保護受給者も医療費を一
部負担すべき 23.1％ 31.2％ 32.5％ 9.2％ 4.0％
生活保護費によるギャンブル
は禁止すべき 67.0％ 19.5％ 10.1％ 2.3％ 1.2％
≪生活保護増加の原因≫
受給者の努力不足 21.4％ 28.9％ 35.6％ 10.2％ 3.9％
行政の引き締めの甘さ 23.5％ 25.6％ 35.7％ 11.2％ 4.0％
雇用環境の悪化 22.1％ 38.7％ 27.4％ 8.9％ 2.9％
≪貧困対策の理念≫
所得格差はできるだけ縮小す
べき 21.0％ 37.3％ 31.1％ 7.7％ 3.0％
全ての国民は最低限度の生活



























する 39.1％ 47.7％ 11.4％ 1.4％ 0.5％
生活保護受給者が技能講習を
受講する 29.5％ 48.0％ 18.5％ 3.2％ 0.8％
生活保護受給世帯の子どもが
高校に進学する 36.2％ 42.2％ 17.9％ 2.7％ 1.1％
生活保護受給世帯の子どもが







べき」が 26.3％，「受給中でもたばこを止めなくてよい」が 11.5％，「わからない」が 1.9％で
あったと報じている（「iZa」2014年 4月 16日）．
本調査においても同じ質問をしたところ，「受給中はやめるべき」が 36.8％，「そもそも健康



























食事以外にお菓子を食べること 4.8％ 10.1％ 30.0％ 37.2％ 17.8％
テレビをみること 3.8％ 7.7％ 26.5％ 37.3％ 24.8％
インターネットを利用すること 9.0％ 14.3％ 32.8％ 30.2％ 13.7％
日帰りの旅行に行くこと 15.9％ 21.4％ 31.3％ 23.7％ 7.6％












予想額 理想額 予想額 理想額
1万円未満 1.0％ 1.3％ 17万円～ 19万円未満 1.4％ 1.7％
1万円～ 3万円未満 1.4％ 1.4％ 19万円～ 21万円未満 2.2％ 2.4％
3万円～ 5万円未満 4.0％ 5.6％ 21万円～ 23万円未満 1.0％ 0.7％
5万円～ 7万円未満 12.3％ 13.2％ 23万円～ 25万円未満 0.2％ 0.2％
7万円～ 9万円未満 15.8％ 16.9％ 25万円～ 27万円未満 0.1％ 0.3％
9万円～ 11万円未満 20.5％ 20.9％ 27万円～ 29万円未満 0.0％ 0.1％
11万円～ 13万円未満 17.2％ 14.3％ 29万円～ 31万円未満 0.1％ 0.1％
13万円～ 15万円未満 15.0％ 13.4％ 31万円以上 0.4％ 0.3％













17.2％，「20％以上 30％未満」が 17.6％，「30％以上 40％未満」が 24.2％，「40％以上」が合わせ
て 30.1％であった．平均値は 30.0％であった．
全国福祉事務所長会議資料（2014年 5月 20日）によれば，平成 24年度の不正受給件数は約 4
万 2000件であり，同年度の被保護実世帯数 155万 8510世帯のうちの約 2.7％である．本調査の
回答者は，不正受給の割合を実際よりもはるかに高く予想しているといえる．
表 16　予想不正受給率
10％未満 10.8％ 60％未満 10.7％
20％未満 17.2％ 70％未満 4.8％
30％未満 17.6％ 80％未満 3.6％
40％未満 24.2％ 90％未満 2.7％









































である」（漏給防止）の 2つの考え方を示した．その上で，Aに近いか Bに近いかを 7段階で回
答してもらった．表 18は，その集計結果を示したものである．
最も多いのは，中間の「4」であり，39.3％を占めている．ただし，1～ 3の「濫給防止派」




１ ２ ３ ４ ５ ６ ７
13.5％ 10.9％ 21.3％ 39.3％ 9.7％ 2.2％ 3.1％
おわりに
本稿では，生活保護に対する厳しい市民感情が生活保護制度改革に影響を与えていることを踏
まえ，市民感情の実態を明らかにするために実施したインターネット調査の結果を紹介した．生
活保護に対する市民意識を幅広く明らかにしようとした調査はこれまでに例がなく，本調査は一
定の社会的・学術的意義を有したものであると考えている．本稿では，研究ノートとして本調査
の単純集計結果を記録するにとどめたが，それでもいくつかの興味深い知見が得られた．例え
ば，生活保護制度をめぐる現状に関する主要な論点のうち，不正受給とギャンブルによる保護費
の費消に対する嫌悪感が特に強いこと，被保護世帯の子どもが大学に進学することは自立支援策
として支持が広がっていないこと，被保護者が日帰り旅行に行くことは 4割近くの人が贅沢なこ
とと考えていること，年金や最低賃金と生活保護基準との逆転現象は，生活保護費の引き下げで
はなく年金や最低賃金の引上げによって解消すべきと考えている人の方が多いことなどである．
生活保護に対する否定的な市民感情の実態をより詳細に把握するためには，生活保護に対する
意識が年齢や収入など階層によってどう異なるかを明らかにすることなど，さらに詳しい分析が
必要となる．こうした本格的な分析は別稿を期したい．
※本研究は，JSPS科研費 24330179の助成を受けたものである．
【文献】
水島宏明（2012）「マスコミによる生活保護報道の問題点」生活保護問題対策全国会議編『間違いだらけ
の生活保護バッシング』明石書店，68-76
NHK取材班（2012）『NHKスペシャル生活保護 3兆円の衝撃』宝島社
大隅昇（2002）「インターネット調査」林知己夫編『社会調査ハンドブック』朝倉書店
